
（
議
院
運
営
委
員
会
）

国
会
職
員
の
配
偶
者
同
行
休
業
に
関
す
る
法
律
案
（
衆
第
六
号

（
衆
議
院
提
出
）
要
旨

）

本
法
律
案
は
、
一
般
職
の
国
家
公
務
員
と
同
様
に
、
外
国
で
勤
務
等
を
す
る
配
偶
者
と
生
活
を
共
に
す
る
こ
と
を
希
望
す
る

有
為
な
国
会
職
員
の
継
続
的
な
勤
務
を
促
進
す
る
た
め
、
国
会
職
員
に
つ
い
て
配
偶
者
同
行
休
業
の
制
度
を
設
け
よ
う
と
す
る

も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
国
会
職
員
が
、
外
国
で
の
勤
務
そ
の
他
の
両
議
院
の
議
長
が
協
議
し
て
定
め
る
事
由
に
よ
り
外
国
に
住
所
又
は
居
所
を
定

め
て
滞
在
す
る
そ
の
配
偶
者
と
、
当
該
住
所
又
は
居
所
に
お
い
て
生
活
を
共
に
す
る
た
め
の
休
業
と
し
て
、
配
偶
者
同
行
休

業
の
制
度
を
設
け
る
。

二
、
本
属
長
は
、
国
会
職
員
が
配
偶
者
同
行
休
業
を
請
求
し
た
場
合
に
お
い
て
、
公
務
の
運
営
に
支
障
が
な
い
と
認
め
る
と
き

は
、
当
該
請
求
を
し
た
国
会
職
員
の
勤
務
成
績
等
を
考
慮
し
た
上
で
、
三
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
の
期
間
に
限
り
、
配
偶
者

同
行
休
業
を
す
る
こ
と
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

三
、
こ
の
法
律
は
、
国
家
公
務
員
の
配
偶
者
同
行
休
業
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。


